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平成２６年度教育業務改善ヘルプラインへの連絡件数

教育総務課

鳥取県教育委員会では、平成１８年度から公益通報制度（内部通報）の体制

を整備しています。（名称：教育業務改善ヘルプライン）

この制度は、組織内の不正行為の未然防止を図るとともに、万一不正行為の

おそれがあっても、小さな芽のうちに摘み取るという自浄作用を働かせること

を目的としています。

平成２６年度における連絡件数の実績は、次のとおりです。

１ 内容別

違 法・ 不 当 業務改善等 職場環境等 その他 (制度 計

な 疑い の 指 の提案 の相談 の問合せ、対

摘 象外の者等）

平成 18年度 ２５ １８ ２４ ２５ ９２

～ 24年度

平成 25年度 ６ ０ １ ２ ９

平成 26年度 ２ １ ０ ２ ５

累 計 ３３ １９ ２５ ２９ １０６

２ 機関別

県教委 県立学校 中学校 小学校 不明・ 計

事務局 対象外

平成 18年度 ７ ４５ ２ １６ ２２ ９２

～ 24年度

平成 25年度 ０ ４ ０ ２ ３ ９

平成 26年度 １ ２ ０ １ １ ５

累 計 ８ ５１ ２ １９ ２６ １０６
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＜参考・教育業務改善ヘルプライン制度＞

１ 対象者

・県教育委員会事務局、教育機関及び県立学校の職員

・市町村立学校の県費負担教職員

・県出資法人等（公益財団法人鳥取県教育文化財団、一般財団法人鳥取県

教育関係職員互助会、公益財団法人鳥取県育英会及び公益財団法人史跡

鳥取藩主池田家墓所保存会）の職員

２ 連絡方法

・電子メール又は封書

３ 受付窓口

・教育総務課教育行政監察担当

４ 連絡内容

（１）職務上の法令違反、その他の不正又は不当な行為に気がついたとき。

（２）業務に関し当該機関内では解決が困難であり、業務改善ヘルプラインが

関与して改善することが必要と考えるとき。

（３）業務改善ヘルプラインに連絡したことが原因でいやがらせ、中傷その他

不当又は不利益な取扱いを受けたとき。

５ その他

（１）調査方法

・調査は、原則として参事、教育行政監察担当及び教育長が指名する職員

が行い、必要に応じて他の機関等に協力を求める。

・調査は、業務改善ヘルプラインによるものであることを明らかにせず、

連絡者が特定されないよう調査方法に配慮して行い、調査により連絡者

が特定されるおそれがある場合には、調査方法等についてあらかじめ連

絡者と協議する。

（２）審査会

・業務改善ヘルプラインに連絡のあった事項の概要、当該事項に対する対

応等について業務改善ヘルプライン審査会（※）に報告する。

※ヘルプラインの運用の透明性及び公正性を確保するために設置。鳥

取県議会議員、鳥取県教育委員会事務局以外の部局の職員の３人以

内で構成。

（３）公表

・毎年度の受付件数をホームページに公表する。


